
千葉県における建設副産物対策
について

平成１９年３月１５日

千葉県 県土整備部

資料－４



目 次

１．はじめに

２．千葉県の産業廃棄物の現状

３．千葉県の建設副産物のリサイクル対策

４．建設発生土リサイクル促進行動計画の取り組み

1



千葉県の取り組み

１）産業廃棄物等の不法投棄・不適正処理

２）建設副産物(特に木くず、汚泥の建設廃棄物）

の発生抑制、再利用、再資源化の推進

３）建設発生土等の発生時から処分までの総合的な

管理

１ はじめに
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２．千葉県の産業廃棄物の現状

（１）千葉県と全国の産業廃棄物不法投棄量
（１０ｔ以上の不法投棄）

対全国比率全 国千葉県年 度

2.2%(ﾜｰｽﾄ8)410,8249,275１６年度

1.6％(ﾜｰｽﾄ3)744,97811,712１５年度

11.3％(ﾜｰｽﾄ2)318,18136,007１４年度

19.7％(ﾜｰｽﾄ1)241,67647,731１３年度

30.1％(ﾜｰｽﾄ1)403,274121,404１２年度

41.4％(ﾜｰｽﾄ1)433,293179,543１１年度
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（２）千葉県の産業廃棄物の減量化・再資源化・最終処分量

(3.0) 757 (4.3)1,156(8.0)2,306最終処分量

(56.0) 14,033 (52.7)14,121(48.2)13,933再資源化量

(41.0) 10,260 (43.0)11,535(43.8)12,670減量化量

内

訳

100) 25,051 (100)26,813(100)28,909県内排出量

平成１５年度平成１０年度平成５年度

単位 （千ｔ、％）
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３．千葉県の建設副産物のリサイクル対策

（１）千葉県建設リサイクル推進計画２００３の概要

（１） 基本的考え方

（ア）循環型社会経済システムの構築の必要性

（イ）建設リサイクル推進に当たっての基本理念

・３Rの推進、廃棄物対策の優先順位

①排出抑制（リデュース）

②再使用（リユース）

③再生利用（マテリアル・リサイクル）

④熱回収（サーマル・リサイクル）

⑤適正処分 ５



９０％７１％７５％６４.２％
有効利用率
ｈ）建設発生土

９１％９６％８８％９４.４％ｇ）建設廃棄物全体

平成１２年度
排出量に対し
て５０％削減

平成１２年度
排出量に対し
て３９％削減

平成１２年度
排出量に対し
て２５％削減

平成１２年度
排出量(235千
トン）に対し
て３０％削減

ｆ）建設混合廃棄物

７５％９１％６０％８９.８％ｅ）建設汚泥
＊脱水等による縮減を含む

９５％９１％９０％９６.９％ｄ）建設発生木材
再
資
源
化
・
縮
減
率

６５％６２％６０％８０.８％ｃ）建設発生木材

１００％１００％１００％９９.８％ｂ）コンクリート塊

１００％１００％１００％９７.８％
ａ）ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ

塊
再
資
源
化
率

平成２２年度
目標

平成１７年度
実績

平成１７年度
目標

＜参考＞
平成１４年度

実績
対象品目

（２）建設副産物リサイクル計画の実績と目標値
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（３）建設発生土の有効利用の促進

工事名： 県土整備部、農林水産部等の道路、河川、公園、造成等の土工工事
概 要： 現場内で発生した建設残土を他の公共工事の盛土用土砂として再利用をする。

効 果

○ 建設発生土を他工事再利用の土砂として活用することで、建設副産物の利用促進と

コスト縮減が図れる。

■ 県全体で約１３７万立方メートルの土砂を再利用。約２８億円のコスト縮減に寄与。
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（４）建設副産物のリサイクル推進
工事名： 県土整備部、農林水産部等の道路、河川、漁港等の工事
概 要： 現場内で発生したコンクリート塊を小割し、路盤、捨石、基礎、根固材等として再利用をする。

効 果

○ 建設発生コンクリート塊を現場内で加工して各種材料として活用することで、建設副産物の利用

促進とコスト縮減が図れる。

■ 県全体で３８件の現場でコンクリート塊を再利用。約２４百万円のコスト縮減に寄与。

８



（５）千葉県における建設発生木材リサイクル促進
行動計画（平成１７年１０月）

関東地方建設副産物再利用方策等連絡協議会
建設発生木材のリサイクル推進方策等に関する連絡部会

千葉ＷＧ（平成１６年２月１０日）

排出事業者 （社）建築業協会
千葉県解体工事業協同組合
（社）全国建設業協会
（社）住宅生産団体連合会

中間処理業者 (社)千葉県産業廃棄物協会
全国木材資源リサイクル協会連合会
関東建設廃棄物協同組合

木材需要者 東京電力㈱、新日本製鐵㈱、JFEスチール㈱、東京ボード工業㈱
行政機関 国土交通省、環境省、千葉県

９



特定建設資材の再資源化率
（平成１４年度、千葉県）

１）行動計画策定の背景

コンクリート塊 ９９．８％

９８％

７９％

アスファルト・
コンクリート塊

建設発生木材

産業廃棄物の不法投棄量

平成１２年度

平成１３年度

平成１４年度

うち千葉県内 全国

40.3万t

4.8万t

3.6万t

24.2万t

31.8万t

12.1万t

平成１５年８月、千葉県佐倉市にて
不適正に堆積された木材チップの
自然発火による火事が発生
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２）行動計画の概要

Ⅰ 建設発生木材の不適正処理の防止

１ リデュース・リユースの推進

２ リサイクルの推進

Ⅲ 不適正処理防止・リサイクル推進のための支援策

Ⅱ 建設発生木材の排出量の削減と
リサイクルの推進

１１



発発 注注 者者
分別解体等の分別解体等の

計画作成計画作成

受注者受注者受注者

（契約書等の写し）（契約書等の写し）

助言・勧告、命令助言・勧告、命令

④変更命令④変更命令

①説明①説明①説明

⑤告知⑤告知

下請業者下請業者

②契約②契約

都道府県都道府県
知事知事

・分別解体等、・分別解体等、
再資源化等の実施再資源化等の実施

・技術管理者による・技術管理者による
施工の管理施工の管理

・現場における・現場における
標識の掲示標識の掲示

元請業者元請業者
対象建設工事の届出対象建設工事の届出

事項に関する書面事項に関する書面

⑦書面による報告⑦書面による報告

３）３）発注者・受注者間の契約発注者・受注者間の契約の確認の確認
（行政への報告が課題）（行政への報告が課題）

元請業者元請業者
再資源化等の再資源化等の
完了の確認完了の確認

⑥⑥

報
告

適正
価格

⑤⑤契約契約

③事前届出③事前届出
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（１）建設発生土等の有効利用に関する行動計画
（平成１５年１０月国土交通省）

施策１ 公共工事土量調査の実施

（毎年度フォローアップ調査）

施策１ 公共工事土量調査の実施

（毎年度フォローアップ調査）

施策２ 建設発生土等の指定処分の徹底

（民間工事の実態把握）

施策２ 建設発生土等の指定処分の徹底

（民間工事の実態把握）

施策３ 建設発生土等の工事間利用の促進

（工事間利用調整会議の充実）

施策３ 建設発生土等の工事間利用の促進

（工事間利用調整会議の充実）

（千葉県の取り組み）

４．建設発生土リサイクル促進行動計画の取り組み

具体的施策（１）
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①各地方建設副産物対策連絡協議会等の再活性化

（ブロック別講習会の充実）
②建設発生土情報交換システムの改善

（市町村加入約５割の普及）
③建設リサイクルガイドラインの強化

（民間工事への指導徹底）
④ストックヤードの活用

（新たに千葉市川崎町に確保）

施策３ 建設発生土等の工事間利用の促進

（工事間利用調整会議の充実）

施策３ 建設発生土等の工事間利用の促進

（工事間利用調整会議の充実）

１）建設発生土等の工事間利用の促進施策の実施
（汚泥処理土の再生利用）

⑤民間の活用

（内陸処分地の確保）

具体的施策（２）

１４



施策３ 建設発生土等の工事間利用の促進

（工事間利用調整会議の充実）

施策３ 建設発生土等の工事間利用の促進

（工事間利用調整会議の充実）

２）「リサイクル原則化ルール」の効果の検証

（２０ｋｍ辺りが限界）

３）建設発生土の有効利用の総点検と行動計画の策定

（排出先を毎年度フォローアップ）

４）建設発生土の有効利用促進モデルブロック圏の設定

（今後の課題）

具体的施策（３）
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施策８ 廃棄物混じり土への対応マニュアル等の検討

（有効活用の仕組み）

施策８ 廃棄物混じり土への対応マニュアル等の検討

（有効活用の仕組み）

施策４ 建設発生土の広域利用の促進

（大規模プロジェクトへの活用）

施策４ 建設発生土の広域利用の促進

（大規模プロジェクトへの活用）

施策５ 建設発生土等の場外搬出量の削減

（自区域内処理の徹底）

施策５ 建設発生土等の場外搬出量の削減

（自区域内処理の徹底）

施策６ 法的対応の検討

（個別指定制度の簡素化）

施策６ 法的対応の検討

（個別指定制度の簡素化）

施策７ 汚染土壌への対応マニュアルの策定

（再生処理技術の活用）

施策７ 汚染土壌への対応マニュアルの策定

（再生処理技術の活用）

具体的施策（４）
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（２） 建設発生土等の有効利用の促進

１）行動計画の推進
①公共工事土量調査の実施（建設副産物実態調査）
②建設発生土等の工事間利用の促進
③利用基準の策定（適切な土質改良）
④技術基準の策定（建設汚泥の有効利用･個別指定制度の活用）

２）民間工事を含む総合的な建設発生土等管理システム構築に向
けた行政の連携

①建設副産物フローの把握
②内陸受入地の確保
③既存の情報交換システムの広域連携
④電子マニフェストシステム

１７



（３）建設汚泥有効利用の促進
地下空間利用拡大等による発生量の増大、最終処分場の逼迫

適正処理・再資源化コストを下回る安価な処理価格、不適正処理のおそれ

→ 監視規制の強化、適正処理費用負担の徹底

再生利用の受け皿整備、安価・有用な再資源化処理

廃棄物処理法の規制による有効利用の制約

自ら利用・個別指定制度の活用が不十分

→ 有償売却できる性状の基準、製品認証、施工マニュアル等の整備

廃棄物処理法上の手続きの明確化・簡素化

安価かつ多量の建設発生土との競合によるリサイクルの阻害

県外からの多量流入

→ 再資源化製品の利用確保、公共事業における率先利用

新たな利用用途の開発（環境再生事業等）

自治体との連携 １８


